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シーメンスヘルスケア株式会社との業務提携に向けた基本合意書の締結に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、シーメンスヘルスケア株式会社(本社：東京都品川区 代表取

締役：森秀顕、以下、「シーメンスヘルスケア社」)との業務提携に向けた基本合意書の締結について決

議いたしましたので、お知らせいたします。 

 
記 

 

１． 基本合意書の目的 

当社とシーメンスヘルスケア社との基本合意書の締結は、シーメンスヘルスケア社が開発した世界

で初めて CT 装置と生化学・免疫装置を同時搭載した移動型医療ソリューション（Advanced Mobility 

Solution）「Medical-ConneX（メディカル・コネクス）(シーメンスヘルスケア株式会社登録商標）」

（以下「Medical-ConneX」という。）の普及拡販業務に関わる、それぞれの持つ技術ノウハウ及び人材

といったリソースを活用し、協業活動を行うこととしております。 

シーメンスヘルスケア社が開発した「Medical-ConneX」に関して、今後の事業展開の中で、その普

及拡大のために当社のリソースを駆使して取り組むことを表明し、今後、当社とシーメンスヘルスケ

ア社の業務提携締結を予定しております。 

当社は 2022 年 1 月 13 日に公表しました「中期経営計画の策定に関するお知らせ」において、ヘル

スケアソリューション事業のコンセプトとして「医療機関のサポーター」を標榜しており、この

「Medical-ConneX」が医療機関にもたらす様々なメリットと地域医療における貢献という高い社会性

を認識している事から、この「Medical-ConneX」の普及に協力し、かつその運用面で導入時の問題点

の解決とさらなる利便性を提供するような取り組みを行うこと、つまり当該事業に関するアライアン

スを提供することを目的として、シーメンスヘルスケア社とパートナーシップを構築したいと考えて

おります。 

 

 

２． 基本合意書の内容 

基本合意の主な内容は以下のとおりです。 

・Medical-ConneX を当社が保有し、その運用を通して Medical-ConneX の普及拡販に向けて両社で協

力、共同して取り組む事業体制を構築すること 

・Medical-ConneX に関する啓蒙活動を行うこと 

・Medical-ConneX を活用した新しい地域医療のビジネスモデルを共同で企画立案すること等 

・Medical-ConneX の感染症対策における有効運用、特に感染症対策医療、検査体制への貢献を念頭に

した施策を企画立案すること 

 

 



 

３．相手先の概要 

（１）名       称 シーメンスヘルスケア株式会社 

（２）所   在   地 東京都品川区大崎１丁目１１番１号 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役社長 森 秀顕 

（４）事   業   内   容 医療機器の輸入販売、修理、保守、リース 

（５）資     本     金 3,082百万円 

（６）設 立 年 月 日 1979 年４月６日 

（７）大 株 主 および 持 株 比 

率

相手先から要請を受けているため、公表を控えさせていただきます。 

（８）上場会社と当該会

社との間の関係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 該当事項はありません。 

関連当事者への該当状況 該当事項はありません。 

（９）当該会社の最近 3 年間の経営成績及び財政状態 （単位：百万円） 

決 算 期 2019 年９月期 2020 年９月期 2021年９月期 

純 資 産 25,606 20,608 18,670 

総 資 産 47,390 40,005 41,033 

売 上 高 86,050 72,113 77,913 

営  業  利  益 6,817 7,414 4,744 

 

 

４．日程  

2022年１月31日      基本合意書の締結に関する取締役会決議 

2022年１月31日       基本合意書の締結 

2022年２月中(予定)    業務提携契約書の締結 

2022年３月中(予定)    「Medical-ConneX」プロジェクト開始（予定） 

 

 

５．今後の見通し 

本件は、2022年１月13日に公表しました中期経営計画に基づくものであり、中長期的に当社の業績及

び企業価値向上に向けた取り組みであります。なお、2022 年９月期の業績に与える影響につきましては

軽微であると予想しておりますが、今後、具体的な進捗が生じ、業績に重大な影響を与えることが判明

した場合は速やかに公表させていただきます。 

 

 

以 上 


